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群馬がん治療技術国際戦略総合特区地域協議会

国第 3次 申請締切  (国 際戦略  1件 E群馬県]地 域活性化 10件 )

群馬がん治療技術国際戦略総合特区申請

群馬がん治療技術国際戦略総合特区申請 書 類審査通過

群馬がん治療技術国際戦略総合特区申請 ヒアリング受検

国第 3次 申請分指定 (国際戦略 0件  地 域活性化 5件 )

[群馬がん治療技術国際戦略総合特区は指定されず]

群馬がん治療技術国際戦略総合特区地域協議会

国第 4次 申請締切

(国際戦略 1件 [群馬県]地 域活性化 9件 [群馬県])

群馬がん治療技術国際戦略総合特区 日群馬がん治療技術地域活性総合

特区申請 (併願)

群馬がん治療技術国際戦略総合特区 コ群馬がん治療技術地域活性総合

特区申請 書 類申請通過

(国際戦略 1件 [群馬県]地 域活性化 6件 [群馬県] 通 過)

群馬がん治療技術国際戦略 コ地域活性化総合特区申請 ヒアリング受検

総合特区ワーキンググループ及び総合特別区域推進本部による指定 日

推進方針のとりまとめ

国第 4次 申請分指定

総合特区計画認定申請書提出

総合特区計画認定



総合特別区域 第4次 申請状況
平成25年 4月 30日 現在

(1)国際戦略総合特区

No 申請主体名 申請特区名称

①群馬県 (年) 群馬がん治療技術国際戦略総合特区

(斎島統海み鞠御節郷物的 Z )

※申請主体名は、申請書の記朝順を基に、地方公共団体、民間実施主体の順に表示しています。

(2)地域活性化総合特区

No 申請主体名 申請特区名称

① 群馬県(打 コ`体
→辺☆) 群馬がん治療技術地域活性化総合特区

2 岐阜県●昨) ぎふ未来健康社会創出総合特区

3 岐阜県養老町(新) 養老の郷づくり特区

4 静岡県(和) ふじのくに食薬融合総合特区
～健康長寿食品による疾病予防を目指す取組～

0 滋賀県 (手 ) 地域の
″
ものづくリカ

″
を活かした「滋賀健康創生」特区

〔Lず廟猟確鯵 L●ハク1て力片 ″渚惨平杉)

⑥ 京都府、京都市(町 口制 京都クロスメディア コンテンツ産業特区(CreaSve KYOTO)

くコンアンソをう的ヨ縮 め 2)

0 奈良県 (4) 奈良公園観光地域活性化総合特区

(奈務 陽統 ぬ 期を峰解沼み)

⑥ 山口県周南市(新) 周南コンビナート国際競争力基盤(電力=港湾)強化総合特区

①
熊本県阿蘇市、南小国町、
小国町、産山村、高森町、峰 )
南阿蘇村、西原村、山都町

千年の草原の継承と創造的活用総合特区

(何縁斗1牌,“ぅ
※申請主体名は、申請書の記載順を基に、地方公共団体、民間実施主体の順に表示しています。

lo材 輛 血也 、 r7リン7ヽ々於



総合特別区域推進本部 12ペ ージ

トップ 〉会議等一覧 〉地域活性化統合本部会合 〉結合特別区域推進本部

平成25年5月7日

総合特別区域の第4次指定申請の状況について

内閣官房 地域活性化統合事務局

内閣府 地域活性化推進室

1 指 定申請の状況

このたび、総合特別区域第4次指定の選考対象となる、4月30日までの期間に受け付け

た申請の状況を取りまとめましたので、公表します。

■指定申請件数

【内訳】

国際戦略総合特別区域

地域活性化総合特別区域

10件

1件

9件

口総合特別区域の第4次指定申請一覧(PDFファイル) *夜 観

なお、各地方公共団体等から提出された指定申請書等については、後日、ホームページ
で公表する予定です。

2今 後のスケジュール(予定)

総合特別区域評価・調査検討会による第1次 ・第2次評価の結果及びヒアリン

グ対象指定申請の公表

総合特別区域推進ヮーキンググループ及び総合特別区域推進本部による指

定・推進方針(案)の取りまとめ

総合特別区域の指定及び推進方針の策定

問い合わせ先

内閣官房地域活性化統合事務局

内閣府地域活性化推進室

担当:大田、占部、遠藤

T100-0014

東京都千代田区永田町11139永 田町合同庁舎6階

フ月下旬

8月 以降

8月 下旬

IIC"ム 内鴨 ヽV kantci eo3pち ノ S・nglrtilkyso日 OtOC/sinscyda14 1outtou htl■ l 201305/24



/

重粒子線治療を中核としたがん医療産業拠点の形成

え嬢激乾影冴駒雷であち物ち の男閉移を朽物程動衡斎笏 ノ2妨 2影

H25.4月 総合特区に申請

医療

群用大学

|■ |■

.る
。し

兵庫県立粒子組
医痕センター 研究

重粒子臼医療機断的連機体制

(独)日本原子方研現日舜出情

高崎i子 応用研究所

群用大学重粒子撤泊痕施設
           置 貫屋ま科学大学

放射機医学
掛含研究所



目標 :重粒子線治療を中核とした 指定地域 :事業実施主体の所在地
及びその周辺地域

i政 策 課 題 |

`我が同の医療産業の

発展と世界のがん対策
の向上

・普及‖!■Ⅲl了線治求シスチツ、の国内t海外ll阻 (群大,二な・東芝 等)

(科大・原研・三菱・東芝・蔵前産業 等)
・ものづくり企業との連携による重粒子線冷療装置の部品・周辺機器の開
発 (群大・三菱・東芝・県内企業等)

L蜘 申
・丘粒子線治療施設の製造及び改良
にかかる承認手続きの緩和(薬事法)
・病床規制の緩和1(医療法)
・死亡情報の収集・提供に係る規制緩

!

斉,(統計法、戸籍法)
―‐ 一   ―  ―  一 ―  ― J

1解 決 策 |!政 策課 題 |
ヽ一

・重粒子線治療における
グローバルリーダーの

基成

・放ネ1線に十」際人ll市成センターを設ドtし、がん治療技術の高度化や
先端医療機器の開発・連用を担う医療人材を国内外から受入れ、育成し、
世界に輩出(群大・放医研・健科大,病院 等)

・外国の医療資格者の臨床修練にか
かる規制緩和(医師法)
・重粒子線治療に不可欠な医学物理
士の国家資格化 (制度の創設)

新たな規制の特例措置等の提案

政策課題 新たな規制の特例措置等の提案

・医療lFL業の活性化に
よる経済成長

。次1性代にな産米創成七ンターを設置し、ものづくり企業の医療分野への

参人を促進(県・産業支援機判・大学・企業 等)
・診断、冷療、術後のケアの各分野における単新的な医薬1早,・医療機器
等の開発(群大・原研・太陽誘電・協和発酵キリン・サンデン 年)
・群2F7県外国人医療観光推進連絡会議を組織し、外国人医療観光を推
進 (県・病院・観光協会 年)

・責任者資格要件の緩和(薬事法)
・法人税減税特別償却の活用
・年種助成事業のfEr先採択・利子補
給の活用



目標 :重粒子線治療を中核とした 「がん医療産業拠点」を形成 指定地域 :群馬県全域

政 策

r―
―    ―     ― ――――

|

1世 界最先端のがん治療

陪曇観ン
査の優先審査(薬事

和(医療法)内外への展開(群大・三菱・東芝・県内企業 等)
・診断、治療、術後のケアの各分野における革新的医薬品,医療機器等 |

| 厨々野士堂杢!の開発 (群大・原研・太陽誘電・協和発酵キリン・サンデン 等)

政策来喜t

ああ療飾あ議材干
|や先端医療機器の開発・ |

1鞠景冴逓咎11

たな規制の特例措置等の提案

・放射線医学国際人材育成センターを設置し、がん治療技術の高度花
~|十
i斥菖あ甚姦確:言姦豪所煮戻修転嘉覇覇【

1 よ ‐ j  H 4 に■ ●● 凱 H I  _ m ―   年 E E ユ h ‐ 亡 と  【 ■ 4   - _ に  ヨ H l l

|や先端医療機器の開発・運用を担う医療人材の育成・輩出      ‖
(群大・放医研・健科大・病院 等)                |・ 重粒子線治療に不可欠な医|

■士の国家資格化命」度の創設)|   "、 _____ __― 一 ―― ―――――,      ヤ …   …       … ……… !L_…

政策課 題 解 決

■医療分野へのものづくり

1企業の参入促進、外国人
1医療観光の推進によるが

|ん医療産業拠点の形成

簿管
 ||

十医薬品・医療機器メーカーを国内外から戦略的に
・群馬県外国人医療観光推進連絡会議を組織し、
1進(県・病院・観光協会 等)
一一一一―   ―   ―    ― ――   ―   ― ―                         ― ―      it ‐ ――_  _ ___ ―   ― ―一

新た 等の



O地 域の包格的・戦略的なチヤレンジを、オーダーメードで総合的(規制制度の特例、税制・財政・金融措置)に支援

O総 合特区ごとに設置される「国と地方の協議会」で国と地域の協働プロジェクトとして推進

2つのパターンの「総合特区」

①国際戦略総合特区

我が国の経済成長の
エンジンとなる産業口機能の

集積拠点の形成

②地域活性化絡合特区

地域資源を最大限

活用した地域活性化の

取組による地域力の向上

措置B支援措置

(1)規制口制度の特例措置 ※特例措置 支援措置は、「国と地方の協議会」の協議を踏まえ、累次追加

O地 域の取組に応じ、地域の責任ある関与の下、踏み込んだ規制の 10個 別の法令等の特例措置に加え、地方公共団体の事務に関し、

特例措置を区域限定で実施                 1 政 省令で定めている事項を条例で定められることとする

→ライフイノベーション、グリーンイノベーション等の本格展開の突破口|  → 地方分権を加速する突破口

(2)税制上の支援措置
①国際戦略総合特区
O国 際競争力強化のための法人税の軽減

(投資税額控除、特別償却、所得控除より選択)
→国際競争力ある産業H機能集積拠点整備

②地域活性化総合特区

O地域戦略を担う事業者に対する個人出資に係る所得控除
→地域の志のある資金を結集

(3)財 政上の支援措置 :関係府省の予算を重点的に活用。総合特区推進調整費により機動的に補完m25予算124億円)

(4)金 融上の支援措置 :利子補給制度(07%以 内、5年間)の創設 m25予算29億円)



【第1次指定(H231222)】

h ■中 ほと出方公快□体0も帝

国際1

」ヒ海■,―ドヨンブレックスロ麻取購結合,E llt腐エ ネし4●市 四穂市 帝広市工」i別市位ttに
■滝t,Rお 古■Hr t48,上 =悦町■び由遵所 上Ⅲ窮蘇や町及J舟末町 "西郡芽宮町
中 ↓々内相五J■別村 広る都大増町とJ広え, 中Ⅲ8F■潟'町 旭口印 t崎 町■J本別町
定書ヨ足子町A↓由別町主Jに十BB浦 保町)

田,2
つくは四●取略“合岳区ヽつぐ工におする科学技析0■日をた用したライライタ本一ラョン クリーン
イ″本一シヨンのにと'(=単 ,工どつ(t市 )

ロロヨ アジアヘクドクオー' tt区 (東京尊)

口, 4 京浜ロカar,ィフィ′ヘーションロ暉亡臨はな特E(や 々"い 結浜市なJ"崎 市)

国際S
ァツァNo l航空中宮注来クラスター形成格日ては■Rを 務原市 礎an県 名古E,単 日市

手日井市 仲打市 小は市工ど斬=行 主どに震如県西,日 奇〕と山町工ど海alttR白 打宜どに名

古■倦官ヨntt合)

田庫6 閣西イタ本―ションロ麻はヽ出合お底(京傷席 京視市 大E,大 旺布 兵庫環五ど市戸市)

口 ,, クリーンアツアロ,H184合 "区 (祖口R」 こ九IH市及JtB田 市)

寸
:

叩

卜手i    【 第1次指定(H231222)】
出o おⅢ活とし■̀ やEとな方4英日ftOなけ

頓ヽヨンテレツ中国口臨■4は,

ぞ 聯とすを,中ほ(とコとヽ コlr

レタルサ,'リサイク″,■,時区(■巴,)

麻 l々l=,EI■″時―ピウ漱 =テッyPItE(5本 ,)

醜夢イカ入0■,■14‐ Htt at妥 ●■用1■58,コ m口EEE■■Eて,■■,

束tt日 ■=ス '―卜革 ″イーやほ(“Irさ ぃた,■ )

もの■■ャンフ(スに■,を出十孝`自Ftし7●n電■J情区(子HR柏市,)

,ttit4中山間お■〔自お,日立りを,コミュ‐ィ■■,Et析■4景回拘

じ●■,trO=柳と,stti―トウエ″ネス‐ィはなfl区("増R,町■,|

! ■ヽ0■本草■,1とおと,E(■ⅢⅢ】

亭じ0(=■■80し●●区(●口RI

1 2 なヽ,■|●ψ」(り1やほて,日,よ 位ヽ

氏,【工本,時―iピ"ィ8■,医(■"REE■ )

受̀ⅢⅢ‐ ●■どⅢほて,●■,3,女 BH】

口8ほ ●■質0的 ■'〈り「り●("ウ ン ■■',■ 1をⅢ,碓 ,■ さい区1大,■ 年)

あわじ■■本=るやEI(長'■ ■rRJ本 市白あわし市■B")

, 的,山R「■,は,J打t増■,Rを合,国(和,山い)

Ⅲ 「0■打JIF高い川度Ⅲあるさと々なJ崎医てる塩R査口お□iti町 “口'あ48ど)

上たら0■山,三中国('Ⅲ円」Ⅲ=お1おEⅢを活用した,ス|ユる4H■=の■, ■■環,■市|

コ ■ヽて―̀ タリーンイ′人―ツ→水ヽ ヨシビ,―卜とない日て日山r)

|力ロカヽデル●市'くり■■■IIて五AR)

8■,■Ea■"■■,日(正ar)

29 ませ【四=,=を ■■■=や 区(ulo●■)

A4'8● ■4“`や区(■ⅢⅢ8)

2 1 西東●■■tjⅢ Ⅲ合,ほ (■,R丙 京市|

京充州メ■ィカル″ヽレーは日や区イエ顧工iほut,■ としたE,4よ 出=」(ツ"E)大 少R=的 い,

【算3次指定(H25215)】

おⅢ活と,●合,ほとヽ 力4々日ttO■8

コ さめ 0■クに■佃 脚 “R,

“ ,じ0(3受 ■資 を■藤 テル=ttSて いBめ ,ロン747t朽 (ヨ88(伸日R)

苺 日ulttII,,砿 社会練 ■"編 度は書やE(AAAツ カ おいや1)円 山市|

m 九州7ツアロエアイ"ドをな哺電(II日,守)

3 , `がさ!臣トコ境産■拠点特区trtr,)

【第2次指定(H24725)】
田o ⅢⅢ言はこ̀合申Eと,力な束日常0も,

J い力と,tt力=",3ttRIよtモテルタ'■ Eヽ(山■,ロアルフスⅢ)

■ "物 メ ウ 多`合,国【=ER)

24 18,X世 代t14■'ル■3tほ1184)

コ 究子的な々 ■88り ると1ヒ1,イフイ′K―ション1麟合やEItttaR)

コ 中はヽ 町均と園口を■がと様iS■ はヨレ穴クトエコウ,ィ,日 ('コR高さ市存|

34 樽|よるこB別占活にと特E(11床工白市与)



十

総合特別区域基本方針(閣議決定)

十

十

総合特別区域計画の作成口秘定
・特例措置支援措この対像事業について湿8L

O結 合特別区城基本方針
1総 合特区制度のをと及び目根
政策瞬題を解決するための実破口

地なの資源や知恵を地,の 自立や活性化に向けて最大限利用
政策保題解決の実現可能性のおい区々における取組に対して、口と地堆の政策
資源をネ中(規制の特例措置税制財政金融上の支援措置により船合的に支援)

2総 合特別区なの指定基準

①包括的戦略的な政策課日の取定と解決策の握示
②先駆性と一定の飛度 ③実現を支える地靖資源等の■在

総合特別区域推進WG

0有 効な国の規制 制度ま車のtE表 ⑤ 地域の主任ある開与
⑥明使な連曽母体
※国際BL略継台特別区嬢については 揖定数は少数に限定

3規 制の特例措置/税 制・財政=金融上の支援措■事項

十

国 が 法 令 等 の 改 正 を 措 置 (特例措置等が果次道力D

十

国 と地 方 の 協 議 会 ※総合特別区規毎に設置

lt「1   。 国の開振行政模閣 地 方公共団体 Ⅲ 業の実施主体(民間企衆 NヽFO守 〉奪
観い事項i  新たな規税 制度の特現お住 破 劇 財政 食は上の支ほおこ 寺
※ “いの車った,項 についてお成角は事■■石を負う
※ 鶴合特区IBla中は程臨的に□忙し、,0●Ajイ クルを実施

総合特別区域の指定
推進本部のなえを聴いて内閣紛理大Eが 指定
'国と地強で線題解決の方向性を「国練競争力強化方針」「地増活性化方針」として共有

指定の際に、必要に応じて留保条件を付与(8t画認定までに壺理)

総合特別区域指定申請
(田臨戦略総合特別区減又は出Ⅲ活性化継合特別区')

・地方公共団体おt地域協機会の協機守を経て申請
=民間は地方公共団体に指定申締することの提案が可能

申請に併せ、新たな規制・制度改革や支援措置について提案

地域協強会
地方公共団体
民間実施主体等
により構成

十

十

O特 例 措 置
口
支 援 措 置 対 期 描正 支援措置は、「日と地方の協聴会」のla験を踏まえ、界次追加

r(1)規tu・朝度の特現一一―………………――――――――――――一一―‐i盲恵万本質百声=嘉だろiR宅張を奉荏廷広盲=百万憂所雲ごが語所
~~~1

1 ①値別法・政省令等の特例 〈例)と策と筆法の時硯、通沢求内士法の中閉等

「(2)税811上の時例
……………………………………………………………………………………………………………………………………………………………Ⅲ

I」。岬 空昼!里墜聖や?盗 至庄」貿野製雪鱒2二 空中 聾――
②地域活性化総合特区i地域戦略を控う事業者に対する個人出資に係る所得控除 |

「(3)財政上の支援…………………………………………………………………………………………………………………………‐‐……………………――一一〔

1 描 合特区に関する‖回の実施を支援するため、各府省庁の予"朝度を重点的に活用   幾 合41区推進口酸■により,をお不足する8「分を強Bb的に続売           1

「 ( 4 ) J と B 」
と の ヨ に , E ヽ

一 ― ― ― ― ― ― ― ‐ ｀ ‐ ‐ ヽ ‐ ‐ ヽ 一 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ , ‐ ‐ ‐ ‐ ― ‐ ‐ ‐ ‐ ― ‐ ヽ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ヽ 一 ヽ 一 ― ‐ ‐ ‐ ― ― ― ヽ ‐ ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ヽ 一 ― ― 一 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― - 1

に,:豊官空昼,増ユ01型i盗負=登雪ぞ野ユ型=空賢型習空空=な資金を惜貿入れる場合に、経合特区支援利子箱偽金を支結                     |



1) (国 際戦略総合特区)産業の国際競争力の強化に資する事業を実施することrこより、我が国の経済社会の活力の向
上及び持続的発展に相当程度寄与することが見込まれること

(地域活性化総合特区)地域の活性化に資する事業を実施することにより、我が国の経済社会の活力の向上及び持
続的発展に相当程度寄与することが見込まれること

t前 ) 包 格的
口戦略的な政策際題の股定と解決策の提示があること              ~         |

‖) 成 長分野の活性化や地域の活性化といつた目的に対し有効で、我が国の成長に資する新しい分野を切り開くなど先
駆的な取組であり、一定の熱度を有すること

|ヤ ) 実 現を支える地域資源等力
〔存在すること                                ~~司

v) 今 後の地域活性化を進める上で有効な国の規制口制度改革の提案があること
・先駆的な取組の実現や推進に有効であり、以下のような国の施策に関する提案を対象とする。

一規制の改革(過去に行われた規制改革の改善や活用促進のための措置を含む)
一国の権限・事務の地方公共団体への委譲・ワンストップ化
一国の関係機関の業務の見直し
中国の制度、事務手続きの見直し(税制=財政・金融上の支援措置の改善、国の認定手続きの簡素化等)等

M) 地 域の責任ある関与があること
・地域の責任ある関与が明らかな取組で、関係主体の合意が得られているものを想定

例)地 方税の減免、地域独自の補助金や助成措置、地域独自のルールの設定、自らの権限に係る規制緩和、組織や体制の強化 等

`既に、地域の自助努力による事前の施策が十分に行われている

成果目標の設定と事後テェック

胡i) 運 営母体が明確であること
,運営母体として、法に基づく地域協議会が組織されていること



1法 律で規定している規制の特例措置等
〇下記の事項について、認定を受けた総合特別区域計画に基づ(事業!こ適用する特肌増置として鋭 側の特例措置等を規定笙
|(1)国際戦略総合特区及び地域活性化総合特区共通の特例措置等

l  ① 通訳案内士以外の者による有償ガイドの特例(通訳案内士法の特例)

十  ② 工業地域等における用途規制の緩和(建築基準法の特例)
l  ③ 特別用途地区内における用途制限の緩和(建築基準法の特例)

l  ④ 財産の処分の制限に係る承認の手続きの特例(補助金適正化法の特例)

_銀 塊等の百重tLS業の市ErH経由での実施【独立征酸送本史J塗ヨ馨』理鄭醜磐統部男草鋤 ャ

1(2)国 際戦略総合特区のみの特例措置
l  ⑥ 工場立地に係る緑地規制の特例(工場立地法及び企業立地促進法の特例)

|(3)地 域活性化総合特区のみの特例措置

l  ② 従属発電の水利使用許可手続の簡素化 迅速化に関する特例(河川法及び電気事業法の特例)
l  ③ 特定酒類の製造事業 ◎特産酒類の製造事業(酒税法の特例)

t  ①  PFi方式を活用した民間事業者による特別奏護老人ホーム設置(老人福祉法の特例)

2政 省令等で規定している規制の特例措置

O政 金 _●」と配き総合監区法施行食、資令に勢 工1帥 全使区法施行規則鰯 姉と規制所蜜空的 夫風省食どで対応隻ぃ
r 地 域活性化給合特区のみの特例措置

|  `コ ンビナ
ート内の工場における余剰ガスの融通要件の緩和(ガス事業法施行規則の特例)

t  i障 害者就労支援事業の要件緩和(厚生労働者通知の特例)

3地 方公共団体事務に関して政省令で規定すると頭の条例毒任の特捌

O地 方公共団体の事務に関し、法律に基づき、政令又は省令で規定することとされている事項のうち、総合特区法施行令又は施行規則で定
めるものについては、当該事項の特例措置を条例で定めることができることとする。(特例追加の法改正不要)

帥
O総 合特区法施行後、総合特区の指定申請に伴う地域からの提案等に基づき国と地方の協議会での議論を経て措置することとされた特例

事項については、規制の根拠等に応じて、上記1、2及び3に準じて法令等の改正を行い、特例措置が累次追加される。

※上記1、2の他、3件の規制改革が全国において実施することとされた。



～下配の措置の選択適用～

O投 資税額控除または特別償却

O

総合特区内で当該特区の戦略に合致する事業の用に供する機械、建物等を取得してその事業の用に供した場合、特別
償却又は税額控除ができる制度を創設。

口特別償却の割合:取得価額の50%(建 物等25%)
・税額控除の割合i取得価線の15%(建物等8%〉

控除限度超過額の繰り越し:1年間
・事業者の指定及び設備等取得の期限:平成26年3月31日まで

所得控除

専ら、総合特区で適用される規制等の特例措置の適用を受ける事業等を行う法人について、当該事業による所得の20%
を課税所得から控除できる制度を創設。

・適用期限:事業者の指定の日から5年間
・事業者の指定の期限:平成26年3月31日まで
・国際戦略総合特区の指定数は、少数に厳しく限定。
・地方公共団体も事業を実施する者の経済的負担を軽減するための措置(地方税の減免、補助金の交付等)を行う。

O出 資に係る所得控除

社会的課題解決に資する事業(ソーシャルビジネス等)を行う中小企業に対して個人が出資した場合に、当該個人の投資
した年分の総所得金額から一定額を控除できる制度を創設。

・総合特区で指定後3年以内の企業が対象(指定の期限:平成26年3月31日まで)。
・前年の売上高に占める営業利益が2%以 下の企業が対象。



〇 各省の手=割 庫の活用
・地域の戦略 ・提案に基づく総合特区に関する計画の実現を支援するため、各省の予算制度を重点的に活用。

0』 蟹遵証醐出割西盟L(H25予 算 124億 円)
・各省の予算制度を活用した上でなお不足する場合に、各省の予算制度での対応が可能となるまでの間、機動的に補完。
・地域の主体的取り組みを支援する観点から、目未定の経費として予算計上 した上で、執行段階において、地域からの提案を踏まえ

て使途を確定し、関係府省に移し替えて執行。

て推推欄憩書の伸練>

(1)指 定を受けた総合特区に関し、各府省において、提案された規制 ・制度改革の検討を行う場合

(2)認 定された総合特別区域計画に記載された、目的達成のために必要な事業への支援について、各省の予算制度での対応が可能と

なるまでの間 (最長 3年 間)機 動的に補完する場合

① 各省の予算制度における要件を満たす場合 →  当 該予算制度のルールを適用

② 規制 ・制度改革を基軸として国際競争力強化・地域活性化の実現を図る当骸総合特区の計画の趣旨に基づき、各省予算制度を拡充
する場合
→ 補助率等は、現行の各府省の補助制度の補助率等を適用
→ 各府省の所管する閉連施策の体系に若しい影響を与える等の理由で、総合特区推進WGに おいて不適切と判断される場合を除く
て堆 准 □ 態 ● i「=ス 寸 距 日 の トロ ヽ

①国際戦略総合特区  20億 円/計画・年   ② 地域活性化総合特区  5億 円/計画・年

・産業の国際競争力の強化 (国際戦略総合特区)や 地域の活性化 (地域活性化総合併区)に 資する事業に必要な資金の金融機関から
の借入れに対して、当該金融機関が地域協議会の構成員であつて、当該事業について認定を受けた総合特別区域計画に定められて
いる場合、国が当該金融機関を指定したうえで、予算の範囲内で利子補給金を支給することにより、事業の円滑な実施を支援。

O利 子補給対象融資予定題  : 約 300億 円

〇利子補緒金の支拾期間  : 金 融機関が総合特区に関する計画に基づく事業の実施者へ最初に貸付けした日から起算して5年 間

: O フ %以 内
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